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代表執行役会長CEOの車谷です。本通信では「東芝Nextプラ
ン」と「2018年度第3四半期決算」を中心にご紹介いたします。
昨年11月8日に、東芝の復活へ向けた今後５年間の工程を示す
全社変革計画「東芝Nextプラン」を発表いたしました。これまで
に、メモリ事業の売却と、不採算事業であった、家電・テレビ・パソコ
ンなどからの撤退を完了し、さらには海外原子力建設事業など主
要な将来リスクの遮断に一定の目途をつけることができました。ま
た、安定した30％程度の株主資本比率と事実上の無借金経営を
実現し、バランスシートの課題も解決し、再建に向けての体制を整
えることができました。
「東芝Nextプラン」では、下の表のとおり、今後5年間の数値目
標を設定し、将来の成長に向けた全社変革の施策および方向性を
定めました。施策の柱は、『基礎収益力の徹底強化』と『成長分野
への集中投資』です。基礎的な収益力を強化する施策として①構
造改革②調達改革③営業改革④プロセス改革の4つの改革を進
めます。構造改革として、非注力事業からの撤退による将来リスク
の緩和、人員適正化、生産拠点および子会社の再編を推し進めま
す。調達改革では原価率の低減に向けた各種の施策を実行しま
す。営業改革では、営業活動の効率化、営業体制の強化、プロジェ
クト受注時における審査の拡充を実施します。プロセス改革として、
IT基盤を整備するための投資を行い、グループ全体で業務を効率
化して生産性の改善を図ります。成長への投資としては、今後5年
間で約8,100億円の設備投資と、約9,300億円の研究開発投資を
計画しています。これらの投資により利益を拡大し、将来キャッシュ・
フローの創出を図ります。
また、中長期的には、製造業として永年にわたり培ってきた社会

インフラから電子デバイスにいたる幅広い事業領域の実世界（フィ
ジカル）での強みと、情報処理やデジタル・AI技術の世界（サイ
バー）での強みを融合し、世界有数のサイバー・フィジカル・システ
ム（Cyber Physical Systems: CPS）の先端技術企業を目指しま
す。CPS技術で、新たな製品、サービスを創出・提供し、今後予想さ
れる社会課題の解決に貢献していきます。
2018年度第3四半期連結決算は、2月13日発表のとおり、営業
損益は、減収影響や、工事損失引当金の計上や子会社ののれん
減損等の一過性費用を主因として、インダストリアルICTソリュー
ション以外の各セグメントが減益・悪化となったことから、全社では
対前年同期で減益となりました。当期純損益は1兆216億円と、メ
モリ事業の売却益計上により対前年同期で大きく増益となりまし
た。株主資本比率は36.7%でした。なお、今回決算の実績を踏ま
え、年間業績予想を、従来予想から営業損益で▲400億円、当期
純損益で▲500億円の下方修正を行っております。「東芝Nextプ
ラン」で掲げた来年度以降の目標を達成するため、引き続き基礎
収益力の強化の施策を実行します。
また、株主様への還元強化として、2018年11月８日付の取締役
会において、取得株式数を当社普通株式２億6,000万株（上限）、
取得総額を7,000億円（上限）、取得期間を2018年11月９日から
2019年11月８日までとする自己株式の取得を決議しました。また、
1株当たり20円の特別配当（12月末基準日）も実施いたしました。さら
に、期末配当（3月末基準日）は1株当たり10円の予想といたしまし
た。「東芝Nextプラン」の5年間を通じて、平均連結配当性向30%
程度を目標として安定的な配当を実施するとともに、状況に応じて自
己株式取得も組み合わせて株主様への還元を強化してまいります。
当社は、「東芝Nextプラン」の実行を通じて、企業価値の最大
化を図り、株主様の価値向上を目指してまいります。引き続き温か
いご支援、ご鞭撻を賜りますよう重ねてお願い申しあげます。

日ごろから多大なご理解とご支援を賜り
厚く御礼申しあげます。

0120-78-6502

株主のみなさまと東 芝をつなぐ情 報 誌

春 号

・本通信は2018年12月末時点で株主名簿に記録されている株主のみなさまにお送りいたしますことをご了承ください。また、本通信は、2019年2月13日
時点の事実関係に基づき記載しております。その後の状況の変化等については、反映されておりませんのでご了承ください。最新情報は随時、当社ホー
ムページ等にて公表してまいりますので、ご活用のほどお願い申しあげます。（東芝 投資家情報サイト http://www.toshiba.co.jp/about/ir/）
・2018年7月に新規策定した「東芝グループ理念体系」に基づいた新しいビジュアル表現を10月より展開しています。本通信の表紙にも採用しております。
・本通信に記載されている事項には、将来についての計画や予想に関する記述が含まれています。実際の業績等は当社の予想と異なることがあり
ますことをご承知おきください。
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